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本資料は令和５年度予算（案）による⽀援策を踏まえて、2022年6⽉策定した施策集
を改定したものです。各⽀援策について、令和５年度予算の成⽴状況によっては、事
業内容やスケジュール等に変更がある場合があることをご承知おきください。



１．はじめに
1-1.政策的位置づけ

公共の施設とサービスに⺠間の資⾦と創意⼯夫を最⼤限活⽤するＰＰＰ／ＰＦＩは、新
しい資本主義における新たな官⺠連携において、柱となる重要な取組です。
ＰＰＰ／ＰＦＩは、官⺠がそれぞれの役割を果たしながら、⺠間の資⾦や創意⼯夫により
新たな産業の創出や雇⽤の拡⼤がなされるなど、⺠間による社会的価値の創造により、社
会的課題の解決に向けた取組として期待されています。

また、国及び地⽅公共団体の財政状況が厳しさを増すとともに⼈⼝減少に伴い職員の減
少が⾒込まれる中で、⽼朽化が進むインフラを維持していくことが求められています。
ＰＰＰ／ＰＦＩの推進によって、公共施設等の建設、維持管理等に係る財政、⼈員等の⾏
政の効率化が図られることにより、財政健全化とインフラの確保を両⽴し、適切かつ効果
的な賢い⽀出による経済・財政⼀体改⾰に貢献することが期待されます。

さらに、ＰＰＰ／ＰＦＩによる良好な公共サービスの提供や⺠間の収益事業の展開は、
地域の賑わいの創出や、地域課題の解決に資する取組を実現するとともに、官⺠のパート
ナーシップ形成を通じ、持続可能で活⼒ある地域・経済社会の実現に向けた取組を促進し
ます。ＰＰＰ／ＰＦＩの推進による魅⼒的で活⼒ある地域の実現は、デジタル⽥園都市国
家構想などの推進に貢献することが期待されます。

経済財政運営と改⾰の基本⽅針2022（令和４年６⽉７⽇閣議決定）や新しい資本主義
のグランドデザイン及び実⾏計画（令和４年６⽉７⽇閣議決定）において、スタジアム・
アリーナ、⽂化施設等についてコンセッションの導⼊を推進することとされるなど、関係
府省が連携して、推進に向けた取組を⾏っていくこととされています。また、令和４年６
⽉３⽇に開催された⺠間資⾦活⽤等事業推進会議では、令和４年度以降の重点分野と⽬標
を定めた「ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン（令和４年改訂版）」が決定され、新た
な分野領域としてスポーツ施設や⽂化・社会教育施設においてもコンセッション等の拡⼤
を図っていくこととされました。令和８年度までにスポーツ施設で１０件、⽂化・社会教
育施設で１０件の具体化※を⽬標とし、これらを実現するために政府として取組を推進し
ていくこととしています。
※事業件数⽬標は、地⽅公共団体が主な事業主体であること等を踏まえ、個別案件の状況を斟酌しつつ、事業実施の決定に⾄る前の段
階の案件についても対象とすることとし、①実施契約を締結する予定の案件、②実施⽅針公表段階となる予定の案件のほか、③事業実
施に向けて具体的な検討を⾏っている段階の案件を対象とする。（ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン（令和４年改訂版）抜粋）
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１．はじめに

単機能型 → 多機能型
⾏政主導 → ⺠間活⼒導⼊
郊外⽴地 → 街なか⽴地
低収益性 → 収益性改善

現状 ⽬指す姿

「スマート・ベニュー® 」（株）⽇本
政策投資銀⾏

「マインドチェンジと官⺠連携」

＜⽬指す姿＞

1-2.地域の賑わい拠点となるスポーツ施設
スポーツを通じた地域活性化や経済活性化の実現に向けて、スポーツ施設は健康増進や

スポーツ実施率の向上に寄与するだけでなく、地域の賑わい拠点となり、地域経済や地域
課題の解決に貢献する役割をもつため、その重要性はより⼀層⾼まりつつあります。

スポーツ施設の中でも、数千⼈から数万⼈の観客を収容し、スポーツを観ることを主な
⽬的とするスタジアム・アリーナでは、商業施設との複合化による多機能化など、多様な
世代が集う交流拠点として街のにぎわいを創出するなど、地域経済の基盤となる施設とな
るスタジアム・アリーナ改⾰を⾏うことが重要です。

また、中⼩規模のスポーツ施設でも、地域のニーズに応じて、地域のスポーツクラブの
中核的拠点となる総合型クラブや、地域の競技⼒向上の拠点となるスポーツ医・科学セン
ターの構築、アーバンスポーツなど多様なスポーツニーズに対応した社会体育施設などと
複合化することなどにより、先進的な地域のスポーツ施設として賑わい拠点となる可能性
もあります。

スタジアム・アリーナ改⾰

スマート・スポーツ・シティの実現
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１．はじめに
1-3.地域に求められる⽂化・社会教育施設

劇場・⾳楽堂等は、⽂化芸術を継承し、創造し、発信する場であり、⼈々が集い、
⼈々に感動と希望をもたらし、⼈々の創造性を育み、⼈々が共に⽣きる絆を形成する
ための地域の⽂化拠点です。年齢や性別、個⼈を取り巻く社会的状況等にかかわりな
く、全ての国⺠が潤いと誇りを感じることのできる⼼豊かな⽣活を実現するための場
であり、常に活⼒ある社会を構築するための⼤きな役割を担っています。⼈々の共感
と参加を得ることにより「新しい広場」として、地域コミュニティの創造と再⽣を通
じて、地域の発展を⽀える機能も期待されています。

博物館は、社会教育施設として、全ての国⺠に貴重な実物に触れる機会を提供し、
国⺠の教育、学術及び⽂化の発展に寄与してきました。さらに、まちづくりや国際交
流、観光・産業、福祉・ 教育等の関連機関と連携した⽂化施設としての役割も求めら
れています。また、新型コロナウイルス感染症の影響の下での経験から、博物館が有
する多様なコンテンツのデジタル・アーカイブ化を加速させる必要性も⾼まっていま
す。

公⺠館は、戦後の荒廃した社会情勢の中で、郷⼟再建の拠点として急速な勢いで全
国に普及しました。地域の学習拠点として、地域住⺠の学習ニーズに対応した講座等
を実施しています。現在では、社会的包摂への寄与や社会の変化に対応した学習機会
の提供、デジタルディバイドの解消等の役割を担うほか、これまで公⺠館が培ってき
た地域との関係を⽣かしながら、地域の実態に応じた学習と活動を結び付け、⼈づく
り、地域づくりにつながる新しい地域コミュニティの拠点施設としての役割が期待さ
れています。

図書館は、図書等の資料を収集・整理・保存し、その貸出や、レファレンスサービ
ス等を⾏う施設で、年々増加を続けています。近年では特⾊ある取組を⾏う図書館も
増えており、まちづくりの中核となる地域住⺠の交流拠点としての機能強化も期待さ
れています。
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1. はじめに

⺠間事業者に公共施設等運営権（公共が所有する公共施設等の運営を⾏い、当該施
設の利⽤料⾦を⾃らの収⼊として収受する権利）を設定することで、⺠間事業者が⻑期
に安定して公共施設等の運営・維持管理を⾏うことが可能となり、より⺠間の創意⼯夫
が発揮しやすくなります。

1-4.コンセッションとは

コンセッション（公共施設等運営事業）は、官⺠連携⼿法の中でも、事業期間が⻑期で、料
⾦設定や更新・追加投資を含め⺠間事業者に⼤きな裁量があり、収⼊増加とコスト縮減の両⾯
で⼤きなメリットがあります。

1-5.コンセッションの効果
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《民間事業者のメリット》
・「官業開放」による地域における事業機会の創出
・事業運営・経営についての裁量の拡大
・人口減少や高齢化に対応した一定の範囲での
柔軟な料金設定

・抵当権の設定による資金調達の円滑化

《住民のメリット》

・事業者による自由度の
高い運営が可能となり、
低廉かつ良好なサービ
スを享受

《地方公共団体のメリット》
・運営権設定に伴う対価の取得

・民間事業者の技術力や投資ノウハウを活かした老朽化・
耐震化対策の促進

・技術職員の高齢化や減少に対応した技術承継の円滑化
・施設所有権を有しつつ運営リスクの一部移転

《金融機関・投資家のメリット》
・（抵当権設定が可能となり、）
金融機関の担保が安定化

・（運営権が譲渡可能となり、）
投資家の投資リスクが低下

抵当権設定

融資・投資

運営権設定（＋モニタリング）

利⽤料⾦⽀払い運営権対価

サービス提供

関連事業を行うことで、更なる収益
を得ることもできる。

公共主体 ⺠間事業者 住⺠

施設所有権 運営権

⾦融機関・投資家



1. はじめに
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① ⺠間の創意⼯夫による収⼊増加
料⾦設定の⼯夫
例︓イベント開催時等の利⽤料⾦を事業者と県の協議で定めることが可能

であり、事業者の収⼊増が⾒込める（愛知県新体育館）
※ ⼀般利⽤料⾦は条例で規定

収益事業の展開
例︓ワールドクラスのイベント招致、飲⾷・物販、VIPルーム等ホスピタリ

ティの充実等（愛知県新体育館）

② ⺠間の創意⼯夫によるコスト縮減
設備投資の⼯夫
IT投資による効率化
⻑期⼀括契約による調達

③ 資⾦調達の円滑化
運営権を担保として資⾦調達が可能
（不特定多数が⽀払う利⽤料⾦債権には担保設定できない）

④公共側への財政効果等

財政健全化
公共料⾦の上昇緩和

利⽤者増加による地域経済への波及



⾼度専⾨家による課題検討⽀援
（内閣府）

専⾨家派遣によるハンズオン⽀援
（国交省）

2. ⽀援策（令和５年度予算（案））

2-1.⽀援策の全体像
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構想・計画 設計・建設 管理・運⽤

⽂教施設における多様なPPP／
PFIの先導的開発事業（⽂科省）

先導的官⺠連携⽀援事業
（国交省）

体育スポーツ施設整備
（学校施設環境改善交付⾦）

（スポーツ庁）
※補助率︓1/3 

スポーツ振興くじ助成⾦
による⽀援（JSC）

※助成率︓2/3 

社会資本整備総合交付⾦
（都市公園事業）

（国交省）
※補助率︓施設1/2

⽤地1/3  

都市構造再編集中⽀援
事業（国交省）

※補助率︓50％⼜は45％

地⽅創⽣応援税制（企業版ふるさと納税）（内閣府）

デジタル⽥園都市国家構想交付⾦（地⽅創⽣推進タイプ）（内閣府）※補助率 1/2

スタジアム・アリーナ改⾰推進
事業

（スポーツ庁・経産省）

⺠間資⾦等活⽤事業推進機構による出融資等

デジタル⽥園都市国家構想交
付⾦（デジタル実装タイプ）

（内閣府）
※補助率 1/2

社会資本整備総合交付⾦
（都市再⽣整備計画事業）

（国交省）
※補助率︓40％⼜は45％

官⺠連携基盤整備推進調査費（国交省） ※補助率50％

デジタル⽥園都市国家構想交付⾦（地⽅創⽣拠点整備タイプ）
（内閣府） ※補助率 1/2

協定プラットフォームを活⽤
したPPP/PFI案件形成⽀援

（内閣府）

上記⽀援策の他、地⽅公共団体がＰＰＰ/ＰＦＩを導⼊した場合に、⾃ら整備・運営した場合と
⽐べて地⽅財政上不利にならないよう、地⽅財政措置を講じている。

社会教育デジタル活⽤等推進事業
（⽂科省）

⽂化施設サービス刷新・活動活性化
等運営改善推進⽀援事業（⽂化庁）

は令和５年度予算（案）からの新規事業

はスポーツ施設のみ対象

は文化施設のみ対象

は社会教育施設のみ対象



補助率︓１／２ 公募時期︓例年１⽉頃、６⽉頃
①⽀援策概要

地⽅版総合戦略に位置付けられた、デジタルの活⽤などによる、地⽅公共団体の
⾃主的・主体的で先導的な施設整備事業を⽀援（PFIの活⽤も可能）。

②対象施設
地⽅版総合戦略に位置付けられた事業のうち、地⽅創⽣の推進に資する施設等の

整備（スタジアム・アリーナ、⽂化施設、社会教育施設を含む。ただし、他の国庫
補助⾦等の対象となる施設、法律に位置付けられた基礎的な⾏政サービスを⾏う公
共施設であって、総合戦略の成果⽬標如何にかかわらず必要とされる施設等（図書
館等）は対象外。）。

③補助要件
・地⽅版総合戦略に位置付けられた地⽅公共団体の⾃主的、主体的で先導的な事

業。
・先導的な事業として、⾃⽴性、官⺠協働、地域間連携、政策間連携、デジタル社

会の形成への寄与等の要素を充⾜していること。なお、PFI法に基づき実施され
る事業を⾏うものである場合には、官⺠協働において⾼い評価とする（令和４年
度以前開始の事業を除く）。

・地⽅公共団体は対象事業に係る地域再⽣計画の認定が必要。
・交付⾦の交付に際し、施設整備計画の提出が必要。

※ 複数年度の施設整備に対応するための当初予算に限り、補助対象として「企画⽴案・基礎調
査」が含まれ得る。
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2. ⽀援策（令和５年度予算（案））

2-２. 各⽀援策

問合せ先︓内閣府地⽅創⽣推進事務局 03-3581-4203
URL︓https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kouhukin/index.html

デジタル⽥園都市国家構想交付⾦（地⽅創⽣拠点整備タイプ）
（内閣府） 企画

⽴案
導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理
スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設

令和５年度予算（案）における拡充・変更のポイント
・「デジタル⽥園都市国家構想交付⾦」を創設し、地⽅創⽣拠点整備タイプとして

⽀援を実施。
・PFI法に基づき実施される場合には、官⺠協働において⾼い評価とする。



補助率︓１／２ 公募時期︓例年１⽉頃、６⽉頃
①⽀援策概要

地⽅版総合戦略に位置付けられた、デジタルの活⽤などによる、地⽅公共団体の
⾃主的・主体的で先導的なソフト事業（ソフト事業との併⽤が前提の下で施設整備
も可能。PFIの活⽤も可能。）

②対象施設
地⽅版総合戦略に位置付けられた事業（スタジアム・アリーナ、⽂化施設、社会

教育施設を含む。ただし、他の国庫補助⾦等の対象となる施設、法律に位置付けら
れた基礎的な⾏政サービスを⾏う公共施設であって、総合戦略の成果⽬標如何にか
かわらず必要とされる施設等（図書館等）は対象外。）。

③補助要件
・地⽅版総合戦略に位置付けられた地⽅公共団体の⾃主的、主体的で先導的な事業。
・先導的な事業として、⾃⽴性、官⺠協働、地域間連携、政策間連携、デジタル社

会の形成への寄与等の要素を充⾜していること。なお、PFI法に基づき実施される
事業を⾏うものである場合には、官⺠協働において⾼い評価とする（令和４年度
以前開始の事業を除く）。

・地⽅公共団体は対象事業に係る地域再⽣計画の認定が必要。
・各年度の交付⾦の交付に際し、実施計画の提出が必要。

※ 補助対象のうち「運営・維持管理」については、交付対象期間（最⻑５年間）に限り可能。

2. ⽀援策（令和５年度予算（案））

10

問合せ先︓内閣府地⽅創⽣推進事務局03-3581-4213
URL︓https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kouhukin/index.html

デジタル⽥園都市国家構想交付⾦（地⽅創⽣推進タイプ）
（内閣府）

令和５年度予算（案）における拡充・変更のポイント
・「デジタル⽥園都市国家構想交付⾦」を創設し、地⽅創⽣推進タイプとして

⽀援を実施。
・PFI法に基づき実施される場合には、官⺠協働において⾼い評価とする。

企画
⽴案

導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理
スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設



補助率︓50% 公募時期︓1⽉〜7⽉頃（年3回程度）
①⽀援策概要

地域活性化を⽬指し、設備投資などの⺠間の活動と⼀体的に計画される⾃治体のイ
ンフラ整備（PPP/PFI事業を含む）の事業化に向けた検討に必要となる調査費を⽀
援。

②対象施設
国⼟交通省の所管する分野における公共事業（建設段階で国⼟交通省（観光庁含

む）所管の交付⾦・補助⾦が活⽤できる施設（都市公園施設など）の検討を⾏うも
の）

③補助要件
PPP/PFI導⼊可能性検討とあわせ、施設整備に関する検討（需要予測・概略設計な

ど）を⾏うこと。

期間︓令和６年度末まで
①制度概要

地⽅公共団体が⾏う地⽅創⽣の取組に対する企業の寄附について、法⼈関係税を税
額控除（最⼤約９割の税の軽減効果）。

②対象施設
スタジアム・アリーナ、⽂化施設（劇場⾳楽堂、博物館）、社会教育施設（図書

館、公⺠館）
※ 企業版ふるさと納税を活⽤するにあたっては、地⽅版総合戦略に位置付けられた事業であり、

地⽅公共団体が地域再⽣計画を作成し、内閣総理⼤⾂の認定を受けることが必要。上記認定を
受けた地域再⽣計画に位置付けられた事業であれば、上記の施設以外の施設に関する整備やそ
の他の事業も対象となる。

2. ⽀援策（令和５年度予算（案））

11

地⽅創⽣応援税制（企業版ふるさと納税）（内閣府）

問合せ先︓内閣府地⽅創⽣推進事務局
03-6257-1421 kigyou-furusato@cas.go.jp

URL︓https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/kigyou_furusato.html 

官⺠連携基盤整備推進調査費（国交省）

問合せ先︓国⼟交通省国⼟政策局 03-5253-8360  hqt-chouseisitu@gxb.mlit.go.jp
URL︓https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kanminrenkei.html

企画
⽴案

導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理

企画
⽴案

導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理
スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設

スポーツ
施設 ⽂化施設 社会教育

施設



2. ⽀援策（令和５年度予算（案））

12

問合せ先︓株式会社⺠間資⾦等活⽤事業推進機構 03-6256-0071
URL︓http://www.pfipcj.co.jp

⺠間資⾦等活⽤事業推進機構による出融資等

①⽀援策概要
株式会社⺠間資⾦等活⽤事業推進機構は、PFI事業（ただし、事業に要する費⽤の

全部⼜は⼀部を利⽤者の⽀払う料⾦で回収するものに限る。）に対する出融資（優先
株・劣後債の取得等）や案件形成のためのコンサルティング（相談対応）を実施。

②対象施設
事業に要する費⽤の全部⼜は⼀部を利⽤者の⽀払う料⾦で回収するPFI事業
※ スタジアム・アリーナ、⽂化施設（劇場⾳楽堂、博物館）、社会教育施設（図書館、公⺠館）

も対象施設となる。

企画
⽴案

導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理
スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設



2. ⽀援策（令和５年度予算（案））
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問合せ先︓⽂部科学省⼤⾂官房⽂教施設企画・防災部施設企画課
施設マネジメント係 03-6734-2291 shisetulead-1@mext.go.jp.jp

URL︓https://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/ppp/1406646_00001.htm

（⽀援A）⽀援形態︓専⾨家による伴⾛⽀援
（⽀援B）補助率︓定額 公募時期︓１⽉下旬〜２⽉中旬
①⽀援策概要
・（⽀援A）コンサルタントによる地⽅公共団体等に対する調査検討⽀援

コンサルタントが、所管施設の運営⽅法の⾒直しを検討中の地⽅公共団体に対して
施設の現状調査、把握した課題に対する改善策の検討、PPP/PFI⼿法の整理・⽐較等
について⽀援することで、コンセッション事業の実現可能性について検証を⾏う。

・（⽀援B）地⽅公共団体等に対するPPP/PFI導⼊⽀援
地⽅公共団体等が、関係者との連携を図りながら、コンセッション事業を含めた多

様なPPP/PFIの導⼊が進むよう、事業の発案や具体化の検討を⾏う。
②対象施設

スポーツ施設、⽂化・社会教育施設を含む⽂教施設
③補助要件

本事業の実施にあたり関係部局の担当者、会計・税務等の専⾨家、有識者等から
構成される協議会やワーキンググループ等を置くこと。（地⽅公共団体等に対する
PPP/PFI導⼊⽀援）

⽂教施設における多様なPPP/PFIに関する先導的開発事業
（⽂科省） 企画

⽴案
導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理
スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設

令和５年度予算（案）における拡充・変更のポイント
・⽀援内容として、コンサルタントによる地⽅公共団体等に対する調査検討⽀援を追加。



2. ⽀援策（令和５年度予算（案））
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補助率︓定額 公募開始︓１）９⽉頃 ２）３⽉頃
①⽀援策概要

１）選定事業
地域の核となるスタジアム・アリーナのモデル事例を募集し、選定・公表。選定

された拠点に対しては、モデル事例としての積極的展開、⽀援策の検討、横連携に
係る情報共有の場の提供。

２）先進事例創出に向けた検討⽀援
まちづくりや地域活性化の核となるスタジアム・アリーナの整備を推進するため

モデルとなる施設の構想・計画段階の⽀援等を⾏う。３件程度⽀援予定。

②対象施設
１）〜２） スタジアム・アリーナ

③補助要件
１）平成29年以降、以下の1〜3のいずれかの事業を新たに実施している地⽅公共団

体⼜は法⼈格を有する団体
1. スタジアム・アリーナの新設・建替⼜は⼤規模改修に係る構想・計画の策定
2. スタジアム・アリーナの新設・建替⼜は⼤規模改修に係る設計・建設
3. 平成29年以降に新設・建替⼜は⼤規模改修されたスタジアム・アリーナの運営・管理

２）コンセッション⼿法の導⼊も含めて、スタジアム・アリーナ整備の構想・計画の
策定を検討している地⽅公共団体⼜は法⼈格を有する団体

スタジアム・アリーナ改⾰推進事業（スポーツ庁・経産省）
企画
⽴案

導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理
スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設

拡充のポイント
・⽀援内容として、先進的なスタジアム・アリーナ整備に係る具体的な構想・計画の策定

⽀援を追加。

問合せ先︓スポーツ庁（⺠間スポーツ担当付 ）sminkan@mext.go.jp

URL︓https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/mcatetop02/list/1384234.htm
施設整備の進捗状況に応じた各種ガイドラインはこちら→



（⽀援A）⽀援形態︓専⾨家による伴⾛⽀援
（⽀援B）補助率︓定額 公募時期︓２⽉頃
①⽀援策概要

⽂化施設の設置者である地⽅公共団体等に対し、コンセッションの導⼊促進を図
るため、⽀援を実施する。

・（⽀援A）専⾨家による助⾔等の伴⾛⽀援
電話で専⾨家に相談できる窓⼝の設置や、⾃治体等への専⾨家派遣、企業への

情報（サウンディング調査・プロポーザル公募情報等）発信等を実施。

・（⽀援B）導⼊調査・検討等の取組への⽀援【補助】
VFMの確認【導⼊可能性調査】等に要する経費、実施⽅針・要求⽔準書の作成

や、公募や契約締結等のコンセッション導⼊に関する⼿続きにおいて、法的・会
計的な専⾨的な助⾔を受けること【アドバイザリー業務】に要する経費、⽂化施
設の更なる魅⼒向上を図るため、⺠間の発意によるサービス向上や魅⼒向上のア
イディアを募集し、実現可能性を確認するための実証的な取組に要する経費等へ
の⽀援。

②対象施設
⽂化施設（劇場・⾳楽堂、博物館等）

③補助要件
コンセッションの導⼊を検討する意向があること、等。

2. ⽀援策（令和５年度予算（案））
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問合せ先︓（劇場・⾳楽堂等について）
⽂化庁企画調整課 総括係 03-6734-3143 b-sisetu@mext.go.jp

（博物館について）
⽂化庁企画調整課 博物館振興室 03-6734-4897 museum@mext.go.jp

URL︓https://www.bunka.go.jp/seisaku/geijutsubunka/chiiki/93807301.html

企画
⽴案

導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理
スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設

【新規事業】
⽂化施設サービス刷新・活動活性化等運営改善推進⽀援事業
（⽂化庁）



⽀援形態︓専⾨家による伴⾛⽀援
①⽀援策概要

全国の社会教育施設（公⺠館・図書館等）におけるデジタル環境の整備や効果的
な活⽤、施設の整備や運営におけるPPP/PFIの活⽤を⼀層促進するため、全国をカ
バーする⽀援体制を構築し、⾃治体等からの相談対応、アドバイザー（専⾨家）派
遣、情報交換プラットフォーム（Webサイト）の開設等による伴⾛⽀援を⾏い、新
たなPPP／PFIの案件形成⽀援を⾏う。

②対象施設
公⺠館、図書館等の社会教育施設（社会教育施設を含む複合施設も対象となる）

2. ⽀援策（令和５年度予算（案））
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【新規事業】
社会教育デジタル活⽤等推進事業（⽂科省）

問合せ先︓⽂部科学省総合教育政策局地域学習推進課 庶務係、地域学習推進係
03-5253-4111（内線2969,2974）
chisui@mext.go.jp

URL︓https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/gakugei/1387271.htm
※ 掲載予定（１⽉時点では未掲載）

企画
⽴案

導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理
スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設



補助率︓予算の範囲内で1件当たり上限2,000万円の定額補助 公募時期︓2⽉頃
※ 都道府県及び政令指定都市にあっては、コンセッション事業に関するものを除き、補助率１／２、上限1,000万円

①⽀援策概要
地⽅公共団体等が先導的な官⺠連携事業の導⼊検討を⾏う際に必要となる調査委託

費を国が助成することにより、官⺠連携事業の案件形成を促進。
②対象施設

国⼟交通省の所管する分野における官⺠連携事業
（国⼟交通省所管施設（都市公園など）の整備と併せてスポーツ施設などの導⼊検

討を⾏う場合は対応可能）
③補助要件

調査対象が国⼟交通省の所管する事業であること、調査報告書を公開すること等

2. ⽀援策（令和５年度予算（案））
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先導的官⺠連携⽀援事業 （国交省）

問合せ先︓国⼟交通省総合政策局 03-5253-8981 hqt-PPP_PFI@gxb.mlit.go.jp
URL︓https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/1-3-1.html

専⾨家派遣によるハンズオン⽀援（国交省）

問合せ先︓国⼟交通省総合政策局 03-5253-8981 hqt-PPP_PFI@gxb.mlit.go.jp 
URL︓https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/1-3-2.html

⽀援形態︓専⾨家派遣による⽀援 公募時期︓2⽉頃
①⽀援策概要

国⼟交通省所管のPPP/PFI事業において、事業スキーム案の検討、サウンディング
等の準備・実施、事業スキームの具体化、公募資料作成等事業化に向けて必要な⼿続
きを地⽅公共団体職員⾃らが⾏えるようハンズオン（伴⾛）⽀援を⾏う。

②対象施設
国⼟交通省の所管する分野における官⺠連携事業（国⼟交通省所管施設（都市公園

など）の整備と併せてスポーツ施設などの導⼊検討を⾏う場合は対応可能）
③⽀援要件

将来、継続してＰＰＰ/ＰＦＩ事業の導⼊を検討する意向があり、地域プラットフ
ォーム等に属する⼈⼝20万⼈未満の地⽅公共団体
※ 地⽅公共団体の職員⾃らが、公募資料等の作成を⾏うことが必要

企画
⽴案

導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理
スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設

企画
⽴案

導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理
スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設



⽀援形態︓専⾨家派遣による⽀援 公募時期︓１⽉〜３⽉頃
①⽀援策概要

⾼度な専⾨的検討を必要とするPPP/PFI事業の実施を検討している地⽅公共団体等
に対し、法律、会計、税務、⾦融等の⾼度な専⾨的知識を有する専⾨家等による助⾔
や情報提供等の⽀援を実施。

②⽀援対象
⾼度な専⾨的検討を必要とする以下のいずれかに該当するPPP/PFI事業を実施しよ

うとしている地⽅公共団体等
・公共施設等運営権制度を活⽤したPFI事業（コンセッション事業）
・収益型事業（収益施設の併設・活⽤等事業収⼊等で費⽤を回収する事業）
・公的不動産利活⽤事業
・PFI法第６条に基づく⺠間提案の制度を活⽤する事業・指標連動⽅式（アベイラビリ
ティペイメント⽅式）による事業

・公園、公⺠館等の地域交流や住⺠同⼠の学びの場となる⾝近な施設におけるPPP/PFI事業
※ ⽀援対象の選定では、今後の展開が期待されるモデル性のある案件を優位に評価

問合せ先︓内閣府⺠間資⾦等活⽤事業推進室 03-6257-1655
URL︓https://www8.cao.go.jp/pfi/shien/r5/r5_index.html

2. ⽀援策（令和５年度予算（案））
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⾼度専⾨家による課題検討⽀援（内閣府）
企画
⽴案

導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理
スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設

拡充のポイント
・⽀援対象に「公園、公⺠館等の地域交流や住⺠同⼠の学びの場」を追加。



補助率︓40%または45%
①⽀援策概要

都市再⽣整備計画に基づく、市町村等が⾏う公共公益施設の整備等に対して⽀援
②対象施設

・スタジアム・アリーナ（公園施設に限る）
・地域交流施設（劇場⾳楽堂及び公⺠館（地域住⺠の相互交流を⽬的とした施設に

限る）等）等
③補助要件

・スタジアム・アリーナについては、社会資本整備総合交付⾦（都市公園事業）と
同様。

・地域交流施設等については、補助対象事業費の上限額21億円 等の条件あり。

2. ⽀援策（令和５年度予算（案））
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社会資本整備総合交付⾦（都市再⽣整備計画事業）（国交省）

問合せ先︓国⼟交通省都市局 03-5253-8413
URL︓https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001359521.pdf

企画
⽴案

導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理
スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設

問合せ先︓内閣府⺠間資⾦等活⽤事業推進室 03-6257-1655
URL︓https://www8.cao.go.jp/pfi/shien/r5/r5_index.html

⽀援形態︓専⾨家派遣による⽀援 公募時期︓１⽉〜３⽉頃
①⽀援策概要

協定先の地域プラットフォームを通じ、地域企業等の能⼒を活⽤し地域ニーズに応
えるPPP/PFI案件の形成に向けて、各地域の状況に応じた⽀援を実施。

②⽀援対象
PPP/PFI導⼊可能性調査を実施していない案件のうち、以下の要件を満たすもの。

（１）庁内検討している案件で、原則として地域プラットフォームにてサウンディ
ングを実施して、⺠間事業者の意向確認を⾏うもの

（２）サウンディングの結果を基に次の検討段階に移⾏できる可能性のある案件

協定プラットフォームを活⽤したPPP/PFI案件形成⽀援
（内閣府） スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設

企画
⽴案

導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理



補助率︓50%または45%
①⽀援策概要

⽴地適正化計画の⽬標に適合し、都市再⽣整備計画に基づく、地⽅公共団体等が⾏
う公共公益施設の整備等に対して⽀援

②対象施設
・スタジアム・アリーナ（公園施設に限る）
・地域交流施設（劇場⾳楽堂及び公⺠館（地域住⺠の相互交流を⽬的とした施設に

限る）等）等、博物館、図書館等
③補助要件
・スタジアム・アリーナについては、社会資本整備総合交付⾦（都市公園事業）と同様
・博物館、図書館等については、補助対象事業費の上限額21億円、⾯積要件300㎡以上

都市構造再編集中⽀援事業により同種の施設が同⼀⾃治体で整備されていないこと 等
の条件あり。

・地域交流施設等については、補助対象事業費の上限額21億円 等の条件あり。

2. ⽀援策（令和５年度予算（案））
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企画
⽴案

導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理
スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設

都市構造再編集中⽀援事業（国交省）

問合せ先︓国⼟交通省都市局 03-5253-8413
URL︓https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001359522.pdf

企画
⽴案

導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理
スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設



2. ⽀援策（令和５年度予算（案））
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社会資本整備総合交付⾦（都市公園事業）（国交省）

問合せ先︓国⼟交通省都市局 03-5253-8419
URL︓https://www.mlit.go.jp/toshi/park/crd_parkgreen_fr_000007.html

補助率︓施設1／2、⽤地1／3
①⽀援策概要

地⽅公共団体が⾏う都市公園の整備を⽀援
②対象施設

都市公園の整備（公園施設としてのスタジアム・アリーナや園路、広場等の整備
が対象）

③補助要件
・社会資本総合整備計画に基づき実施すること
・⾯積要件︓原則2ha 以上
・総事業要件︓市町村事業は2.5 億円以上、都道府県事業は 5 億円以上 等

企画
⽴案

導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理
スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設



2. ⽀援策（令和５年度予算（案））
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スポーツ振興くじ助成⾦による⽀援（JSC）

補助率︓2／３ 公募時期︓11⽉〜１⽉頃
①⽀援策概要

スポーツ振興くじの売上から得られる収益により、誰もが⾝近にスポーツに親
しめる環境づくり等、地⽅公共団体及びスポーツ団体が⾏うスポーツの振興に資
する活動に対して助成を実施。この中で、地域住⺠の⾝近なスポーツ活動の場と
なる競技施設等については、実際に競技を実施するスペースの整備を主たる⽬的
とする事業の⼀部を助成。

②対象施設
地⽅公共団体（スポーツ施設）

③補助要件
〇スポーツ競技施設等の整備

地域住⺠の⾝近なスポーツ活動の場となる競技施設等の新設（増改設を含
む。）、改修⼜は改造を⾏う事業（助成⾦上限額︓2千万円）

〇スポーツ競技施設の⼤規模改修
地域住⺠の⾝近なスポーツ活動の場となる競技施設の改修⼜は改造を⾏う事業

で、⽼朽化したスポーツ競技施設の改修若しくは改造、スポーツ競技施設の⾼機能
化のための改造⼜はバリアフリー化を⽬的として施設の改修⼜は改造のみを⾏う事
業（助成⾦上限額︓1億円）

問合せ先︓スポーツ庁参事官（地域振興担当）付施設整備係
03-5253-4111（内線3934） stiiki@mext.go.jp
⽇本スポーツ振興センター
03-6804-3120     josei6@jpnsport.go.jp

URL︓https://www.jpnsport.go.jp/sinko/

企画
⽴案

導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理
スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設



2. ⽀援策（令和５年度予算（案））
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補助率︓原則１／３ 公募時期︓５⽉頃
①⽀援策概要

⼦供のスポーツ機会の場や地域住⺠がライフステージに応じたスポーツに親しむ場としての学
校体育施設や地域住⺠向けのスポーツ施設の環境整備を⽀援。

②対象施設
地⽅公共団体（スポーツ施設）

③補助要件
以下の事業を対象に⽀援
〇地域スポーツ施設 〇学校体育諸施設

・スイミングセンター新改築事業
・スポーツセンター新改築・改造事業
・武道センター新改築事業
・屋外スポーツセンター新改築事業
・社会体育施設耐震化事業
・社会体育施設の質的整備事業
・太陽光発電等導⼊事業

・⽔泳プール新改築事業
・⽔泳プール上屋新改築事業
・⽔泳プール耐震補強事業
・中学校武道場新改築事業

体育・スポーツ施設整備（学校施設環境改善交付⾦）
（スポーツ庁） 企画

⽴案
導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理
スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設

拡充のポイント
・導⼊可能性調査やアドバイザリー経費を補助対象経費に追加。

問合せ先︓スポーツ庁参事官（地域振興担当）付施設整備係
03-5253-4111（内線3934） stiiki@mext.go.jp

URL︓https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/mcatetop02/list/1380329_00007.htm



補助率︓50％（令和４年度補正予算額 400億円） 公募時期︓２⽉中旬まで
①⽀援策概要

デジタルを活⽤した地域の課題解決や魅⼒向上に向け、他の地域等で既に確⽴さ
れている優良なモデル等を活⽤して迅速な横展開を⾏う事業等に取り組む地⽅公共
団体を⽀援。

②対象施設
施設⾃体は対象でないが、顧客経験価値向上等に関するデジタル技術の導⼊⽀援

に活⽤可能
③補助要件 <以下を要件とする実施計画の策定が必要＞
・他の地域等で既に確⽴されている優良なモデル・サービスを活⽤して地域の個性

を活かしたサービスを地域・暮らしに実装する取組
・デジタルを活⽤して地域の課題解決や魅⼒向上に取り組む事業の成果を複数年に

渡って計測するためのKPIを設定
・地域内外の関係者と連携し、事業を実効的・継続的に推進するための体制を確⽴

2. ⽀援策（令和５年度予算（案））
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デジタル⽥園都市国家構想交付⾦（デジタル実装タイプ）
（内閣府） 企画

⽴案
導⼊可能
性調査

アドバイ
ザリー 設計 建設 運営・

維持管理
スポーツ

施設 ⽂化施設 社会教育
施設

問合せ先︓内閣府地⽅創⽣推進室
03-6257-3889 digitaldenen-kofukin.f7k@cao.go.jp

URL︓ https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/policy1.html



3. 取組事例
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その他、スタジアム・アリーナ改⾰における選定拠点
の事例集は、HPを参照してください。

愛知県新体育館

京都府⽴京都スタジアム（サンガスタジアム by KYOCERA)

令和２年度選定拠点 令和３年度選定拠点



3. 取組事例

○都⼼部の⽴地のメリットを活かし、運営段階からＰＦＩコンセッション⽅式を⽇本の美術
館として初めて導⼊

〇発注者 地⽅独⽴⾏政法⼈⼤阪市博物館機構
受注者 ㈱⼤阪中之島ミュージアム

〇事業⽅式 設計・建設は公共（⼤阪市）が実施
運営は混合型コンセッションにより受注者が実施

〇事業期間 令和２年度から１７年間

〇美術館のみならず、周辺施設のレストランやホテルとも⼀体となって事業スキームを
構築することで、にぎわいの創出や安定的な運営を期待できる。

○事業者による⾃由度の⾼い運営（⺠間事業者の広報⼒を⽣かした集客の実現等）が可
能となり、市⺠が低廉かつ良好なサービスを享受できる。

⼤阪中之島美術館

旧奈良監獄の保存及び活⽤に係る公共施設等運営事業

○重要⽂化財指定を受けた施設に、コンセッション制度を活⽤して、
①⽂化財建造物の耐震改修業務等
②史料の整理、展⽰、案内等の史料館運営
③⽂化財保存に⽀障がない範囲での付帯事業（ホテル・外来エリア等）を実施

〇発注者 法務省
受注者 旧奈良監獄保存活⽤㈱

〇事業⽅式 設計・改修・運営を受注者が実施
運営は独⽴採算型コンセッションを採⽤

〇事業期間 平成２９年度から３３年間

○ 重要⽂化財を史料館・ホテル等に活⽤するこれまでに例のない事業であり、事業実績
のない史料館運営を⺠間のノウハウ等を導⼊することで効果的・効率的に実施するこ
とが可能。

26

概要

コンセッション⽅式採⽤のメリット

概要

コンセッション⽅式採⽤のメリット

施設外観
※大阪中之島美術館ホームページより引用

表門
※旧奈良監獄ホームページより引用



 コンセッション等を取り巻く状況
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４．参考

岸⽥内閣総理⼤⾂施政⽅針演説（令和４年１⽉17⽇）（抜粋）

岸⽥内閣総理⼤⾂ご発⾔
（令和４年６⽉３⽇ ⺠間資⾦等活⽤事業推進会議（第１８回）

本⽇、令和４年度から１０年間の事業規模⽬標を３０兆円と設定し、ＰＰＰ／ＰＦ
Ｉの推進策を抜本強化する、新たなアクションプランを決定いたしました。

公共の施設とサービスに⺠間の資⾦と創意⼯夫を最⼤限活⽤するＰＰＰ／ＰＦＩ
は、新しい資本主義における新たな官⺠連携において、柱となる重要な取組です。

厳しい財政状況の下でも多様な政策ニーズに対応するとともに、⺠間の新たなビジ
ネス機会や新たな市場を創造し、成⻑と分配の好循環を実現いたします。

また、個性的で活⼒ある地⽅の実現を⽬指すデジタル⽥園都市国家構想の推進⼒と
しても活⽤していきます。

新しい⽬標の達成に向けて、スタジアム・アリーナや⽂化・社会教育施設、公園を
始めとする、新たな分野・領域におけるコンセッション等の拡⼤、各省の⽀援策の拡
充・集中投⼊、⾃治体への伴⾛⽀援の強化などを通じた、幅広い⾃治体での取組の加
速、新たな実効的な⺠間提案スキームの導⼊を始め、⺠間の創意⼯夫が⼀層発揮でき
る推進施策の強化などにより、ＰＰＰ／ＰＦＩが全国で⾃律的に展開される基盤を形
成することを⽬指します。＜後略＞

三 新しい資本主義
新たな官⺠連携を進めるにあたっては、公共施設の運営を⺠間に任せるコンセッシ

ョンの⼀層の活⽤、ベンチャー・フィランソロフィーによるＮＰＯや社会的企業への
⽀援、社会的インパクト投資など、⺠による公的機能の補完も重要な論点です。
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４．参考
経済財政運営と改⾰の基本⽅針2022（令和４年6⽉7⽇閣議決定）（抜粋）

新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 ～人・技術・スタートアップへの
投資の実現～（令和４年6月7日閣議決定）（抜粋）

Ⅳ．社会的課題を解決する経済社会システムの構築
６．コンセッション（ＰＰＰ／ＰＦＩを含む）の強化

＜中略＞
鉄道、バス、タクシー等を接続する公共交通ターミナルである「バスタ」につい

て、コンセッション（公共施設等運営事業）の導⼊を推進する。スタジアム、アリー
ナ等についても導⼊を推進する。 ＜後略＞

第２章新しい資本主義に向けた改⾰
２．社会課題の解決に向けた取組
（１）⺠間による社会的価値の創造

（ＰＰＰ／ＰＦＩの活⽤等による官⺠連携の推進）
⺠間の資⾦・ノウハウを公共施設等に活⽤するＰＰＰ／ＰＦＩについて、新しい資

本主義の中核となる「新たな官⺠連携」の取組として、新たなアクションプランに基
づき、 取組を抜本的に強化する。今後５年間を、ＰＰＰ／ＰＦＩが⾃律的に展開され
る基盤の形成に向けた「重点実⾏期間」とし、ＰＦＩ推進機構の機能も活⽤・強化し
つつ、関連施策を集中的に投⼊するとともに、幅広い⾃治体の取組を促す。その際、
交付⾦等について、ＰＰＰ／ＰＦＩの活⽤がより促進されるよう制度改善を検討す
る。

スタジアム・アリーナ、⽂化施設、交通ターミナル等へのコンセッション導⼊、指
標連動⽅式も活⽤した道路等のインフラの維持管理・更新での案件形成等活⽤対象の
拡⼤を図るとともに、⽔道、下⽔道、教育施設等の先⾏事例の横展開を強化する。

コロナ禍の経験等を踏まえ、リスク分担の検討等を進めつつ、原則として全ての空
港へのコンセッション導⼊を促進する。

デジタル⽥園都市国家構想の推進⼒として活⽤し、地域交流の場である公園・公⺠
館等の⾝近な施設への新しい活⽤モデルを形成するとともに、地域プラットフォーム
の全都道府県での設置促進、優先的検討規程の策定・運⽤⽀援、事業効果の⾒える
化・情報発信等により、案件形成を強⼒に促進する。⺠間の創意⼯夫の⼀層の発揮に
向け、提案者へのインセンティブ付与等⺠間提案制度の強化等に取り組む。

また、樹⽊採取権制度の活⽤を推進する。



六 包摂的な経済社会づくり
（地⽅創⽣）

＜前略＞
さらには、地⽅への企業⽴地⽀援や海外からの⼈材・資⾦の呼び込み、官⺠連携

によるスタジアム、アリーナ、⽂教施設の整備、地⽅議会活性化のための法改正に
も取り組みます。
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４．参考
デジタル田園都市国家構想基本方針(令和4年6月7日閣議決定)

デジタル田園都市国家構想総合戦略(令和4年12月23日閣議決定)

第４章 各分野の施策の推進
２. 分野別の施策の推進
（１）デジタルの⼒を活⽤した地⽅の社会課題解決・魅⼒向上
③結婚・出産・⼦育ての希望をかなえる
オ 質の⾼い暮らしのためのまちの機能の充実
ⅳ⺠間の創意⼯夫を活⽤した公共施設等の質の向上
【具体的取組】
・関係省庁と連携の下、デジタル⽥園都市国家構想交付⾦等による必要な⽀援を⾏い

つつ、スポーツ、⽂化・教育施設等におけるコンセッション等官⺠連携の取組を推
進する。

第３章各分野の政策の推進
（５）豊かで魅⼒あふれる地域づくり
③質の⾼い暮らしのためのまちの機能の充実
ⅳ⺠間の創意⼯夫を活⽤した公共施設等の質の向上
<中略＞
・関係省庁と連携の下、スポーツ、⽂化・教育施設におけるコンセッション等官⺠連

携の取組を推進する。<後略＞

岸⽥内閣総理⼤⾂施政⽅針演説（令和5年1⽉23⽇）（抜粋）
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５．問い合わせ先
スポーツ施設に関すること

⽂化施設に関すること

⽂部科学省総合教育政策局地域学習推進課庶務係
TEL 03-5253-4111（内線2969) Mail chisui@mext.go.jp

社会教育施設に関すること

⽂部科学省⼤⾂官房⽂教施設企画・防災部施設企画課施設マネジメント係
TEL 03-5253-4111（内線4669）
Mail shisetulead-1@mext.go.jp

⽂教施設全般に関すること

内閣府⺠間資⾦等活⽤事業推進室
TEL 03-6257-1655
受付フォーム https://form.cao.go.jp/pfi/opinion-0028.html

コンセッションを含めたPPP/PFI全般に関すること

（劇場・⾳楽堂等について）⽂化庁企画調整課総括係
TEL 03-6734-3143 Mail b-sisetu@mext.go.jp

（博物館について）⽂化庁企画調整課博物館振興室
TEL 03-6734-4897 Mail museum@mext.go.jp

スポーツ庁参事官付（地域振興担当）施設企画係
TEL 03-5253-4111（内線3773） Mail stiiki@mext.go.jp

スポーツ庁参事官付（⺠間スポーツ担当）産業連携係
TEL 03-5253-4111（内線3944） Mail sminkan@mext.go.jp


